
意見書案第１０号 

   原子力発電に関する輸出を推進しないことを求める意見書案の提出につい

て 

上記の意見書案を別紙のとおり、川崎市議会会議規則第１３条の規定により提

出いたします。 
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原子力発電に関する輸出を推進しないことを求める意見書 

 福島第一原子力発電所の現状は、破損した原子炉の汚染水に地下水が加わって増え続け、 

その保管も限界に達し、外部に流出する危機的状況が懸念されている。 

 また、原子炉格納容器の破損状況や溶けた核燃料の状態などもいまだ把握できていない

ままで、事故の原因究明は尽くされていない。 

 こうした中、安倍首相は、中東を歴訪した際、「世界一安全な原子力発電の技術を提供

できる」と述べ、また、トルコの首相と原子力協定を締結することで合意して、トルコへ

の原子力発電関連の設備や技術の輸出を固めた。 

 しかしながら、福島第一原子力発電所における事故の原因究明も尽くされていない上に、 

原子力発電所の再稼動への国民の反対も根強く、長期的な原子力関連の政策も曖昧にした

ままといった国内状況であるにもかかわらず、海外では安全であるとアピールし、積極的

に輸出することは、相手国や、万一の際に影響を受ける近隣国の国民の納得を得られるも

のではない。 

 さらに、トルコは、世界有数の地震の頻発国であるが、日本からの技術や設備の輸出に

より設置された原子力発電所が地震などにより過酷事故を起こした場合には、輸出した日

本の責任も問われかねない。 

 よって、国におかれては、技術の限界を露呈した原子力発電ではなく、再生可能エネル

ギーなど新たな技術を生かした国際協力を探ることこそが、長期にわたって帰郷できない

帰宅困難区域の人々を始めとする福島の人々への償いであるとの認識に立ち、原子力発電

に関する輸出を推進されないよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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